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 Ⅰ．『地域密着型金融』の取組方針 

 当行は、「健全、協創、地域と共に」という経営理念のもと、堅実な営業、健全な経営を行い、お客さま・
地域・株主の方々と共に価値ある事業を創造していくことにより、地域社会・地域経済の発展への貢献に
取り組んでおります。 
 また、平成２６年度にスタートした『第１２次中期経営計画（計画期間：平成26年度～28年度）』では、

目指す姿を「地域の未来を協創するベストパートナーバンク」として、総合金融サービスの進化によ
り、お客さま・地域と価値ある事業を創造し、共に成長していくための各種施策を展開しております。当行
は、こうした取り組みの中で『地域密着型金融』を本来業務と位置づけ、取り組みを強化しております。 

  『地域密着型金融』の本質は、お客さまとの質の高いコミュニケーションを通してお客さまを良く知

るとともに、信頼関係を深め、金融仲介機能の強化をはかることで、お客さまと金融機関の双方が健
全性・収益性を向上させていくことにあり、当行の経営理念の実現に他なりません。 

  当行は、お客さまへの最適な金融商品・サービスの提供を通し、地域経済の活性化へ貢献してい
くため、以下の3項目を重点事項に『地域密着型金融』を推進し、地域金融の円滑化に取り組んでま
いります。 

【重 点 項 目】 

 １． ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化 

 ２． 中小企業に適した資金供給手法の徹底 

 ３． 持続可能な地域経済への貢献 

 １ 



 Ⅱ．２６年度の取り組み状況① 

１． ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化 

創業期 成長期 成熟期 衰退期 再生期 

退出 

企
業
価
値 

経過年数 

①創業ステージ 
④再生ステージ 

③承継ステージ 

②成長ステージ H26年度 
創業・新事業支援に向けた
産学官支援等実績  

136社（前年度比+4社） 

H26年度 
ビジネスマッチング成約件数 

1,754件（前年度比+43件） 

H26年度 
事業承継相談件数 

546社（前年度比+128社） 

H26年度 
経営改善支援によるランク
アップ先数 

21先（前年度比▲9先） 

 ２ 

■地域の中小企業は地域社会・地域経済を支える柱として重要な役割を担っていることから、地域の中小企業のライフサイクルに 
  応じた経営支援に積極的に取り組んでいます。 
■創業ステージ・成長ステージにある取引先企業への支援では、会社設立や資本政策支援に取り組んだほか、大学や研究機関 
  等との産学官連携やビジネスマッチングに取り組み、技術課題解決や販路拡大等に向けた支援を行いました。 
■承継ステージ、再生ステージにある取引先企業への支援では、後継者問題等をはじめとする事業承継支援に取り組んだほか、 
    厳しい経営環境に直面する取引先企業を中心に、個社別方針に基づく経営改善支援に積極的に取り組みました。 



 Ⅱ．２６年度の取り組み状況② 

２． 中小企業に適した資金供給手法の徹底 ３． 持続可能な地域経済への貢献 

 ３ 

「未来協創プロジェクト『PLUS＋』」 
の展開により取り組みを加速 

■動産担保融資や私募債発行など、不動産担保・個人保証 
 に過度に依存しない融資手法の拡充に取り組んだほか、 
 新事業創出を後押しする当行独自商品の活用、政府系金 
 融機関と共同で地域経済の活性化、地方創生に資する 
 ファンドを設定するなど、多様な手法を用いた資金供給に 
 取り組んでおります。 

■ものづくり事業者、食関連事業者等への支援に継続して 
 力を入れ、ものづくり企業フォーラムや食の商談会の開催 
 等を通じて、ビジネスマッチング支援に積極的に取り組ん 
 でおります。 
■茨城県産業立地推進本部への駐在員派遣に加え、東京 
 営業部内に設置している企業立地推進専門チームが中心 
 となって、茨城県等と連携した産業立地推進活動を展開し 
 ております。 

■これらの活動を行ううえで必要となる事業の成長を見極める「目利き力」の 
 向上に向け、融資担当者の審査能力向上を支援する行内認定制度の認定 
 者増加や、企業の技術力等を含めた事業性評価によるソリューション提供 
 を習得する研修会開催等に継続的に取り組んでおります。  

24年度 25年度 26年度 

地域協創ﾌｧﾝﾄﾞ － 6件 
2.9億円 

2件/ 
35.5億円 

太陽光発電融資 64件/ 
64億円 

201件/ 
192億円 

600件/ 
346億円 

動産担保融資 22件 67件 76件 

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ組成 3件 3件 3件 

私募債発行 55件 46件 86件 

24年度 25年度 26年度 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ成
約件数 976件 1,711件 1,754件 

県内進出企業へ
の資金支援先数 13先 11先 13先 

 （行内研修「目利き力習得研修会」の様子） 



 Ⅲ．「未来協創プロジェクト『ＰＬＵＳ＋』」の取り組み①  ４ 

■当行では、第12次中期経営計画の基本戦略の中核に据えた「協創力※の発揮」に向け、 
  総合金融サービスの提供を通じ、社会・経済構造の変化に伴う地域の課題をお客さま、 
  地域の皆さまとともに解決していくため、「未来協創プロジェクト『PLUS＋』」を立ち上げ、 
  当行グループ一丸となって推進しております。 

※協創力とは、社会・経済構造の変化によって生じている様々な課題をお客さま・地域と共有し、 
  コンサルティングやＩＴ等を活用した創意工夫にもとづく総合金融サービス機能の提供により、 
  お客さま・地域の課題解決に貢献していく力。 

プロジェクト推進体制 

【ロゴマークについて】 
・オレンジ色は、それぞれ「お客さま」「地域」「常陽
銀行」を、赤色は、「生まれる（プラスされる）価値」
を表します。 
・４つの組合せにより「＋」を表すとともに、４つが風
車のように回転し、新しい価値を生み出していくイ
メージも表現しています。 

推進施策の明示                   連携強化 

お客さま・地域 

営 業 拠 点 

 外部機関 
  地方自治体、官公庁、大学、 研究機関、 
       各種機関、大手製造業、事業法人、 
       保険、外銀など 

商品・ｻｰﾋﾞｽの活用・開発連携、経営改善支援面での連携、

海外進出支援施策との連携、営業施策への反映、営業戦略

( 特に地域戦略)との整合性確保、公共取引・情報との連携 

協働推進           協働推進 

地域の課題解決に関するﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの提供 

常 陽 地 域 研 究 セ ン ター 

地域の課題解決に向けた戦略立案・実行のｻﾎﾟｰﾄ 

常 陽 産 業 研 究 所 

地 域 協 創 部 

本部各部 本部各部 本部各部 

地域協創委員会 



 Ⅲ．「未来協創プロジェクト『ＰＬＵＳ＋』」の取り組み②  ５ 

    地域の課題解決に向けた総合金融サービス機能の活用可能性を探求し、価値ある事業の創造に資する企画・実行  
 を積み重ね、  お客さま・地域とともに未来を協創してまいります。  

１．地域の課題解決を通し、お客さま・地域、当行グループの未来にとって「プラス」の側面をもたらすことを目指してまいります。 
      さらに、東日本大震災からの復興支援に対して、従来にも増して、取り組んでまいります。 

２．「運用・調達・決済」という「お客さま・地域の経済活動に不可欠な機能」に「コンサルティング・ITという創造性 を提供する機能」 

  を融合（プラス）させた「総合金融サービスの進化」を目指してまいります。 

３．地域の課題解決に向け、職務へのやりがいと活躍機会が広がる「プラス」思考で行動してまいります。 

１．円滑な資金供給による課題解決 

地域の未来を協創する 

ベストパートナーバンク 

プロジェクト方針 

プロジェクトが目指す３つの 「プラス」 

未来協創に向けた３つの柱 

【個人】豊かな生活への貢献 

【法人】成長産業の後押し 

【公共】活力ある地域社会の創造 

２．地域経済活性化・産業振興による事業創造 

３．地域の未来への社会貢献 

３つの柱にもとづく施策を展開   
26年度の取り組み実績については 

次ページ以降に 



 １．円滑な資金供給による課題解決  ６ 

「常陽 大地と海の成長支援ファンド」 
  ──6 次産業化による新事業創出・付加価値の創造 

 ６次産業化＊による事業創出・付加価値の創造に向けて、「常陽 

大地と海の成長支援ファンド」を活用し、農林水産業の成長産業

化に積極的に取り組んでいます。  

 ２６年８月には、本ファンドの第１号 

案件として、青果加工流通会社で 

ある㈱ジャパンアグリイノベーション 

への出資を行ったほか、２７年４月に 

は、農産物の海外向け流通・販売を 

目指す㈱みずほジャパンへの出資を 

決定しました。 

 

 

 

【㈱ジャパンアグリイノベーションの出資対象事業概要】 

 ・全国の生産者と連携(契約栽培）し、産地リレーによる農産物の周年 

  供給体制を確立し、産地開発、生産技術指導、青果の集出荷、パッ 

  キング加工、大口需要家との取引開拓等を行い、生産量の拡大を 

  図る。 

【㈱みずほジャパンの出資対象事業概要】 

 ・茨城県内農産物のタイへの輸出事業で、バンコク市内に開設した直 

  売所や宅配サービス、卸業者、飲食店などに販売。 

 ・農家が生産だけでなく、海外への輸出から現地への販売に直接係わ 

  る「農家が儲かる輸出」という新しい商流モデルで、農家が主体となり 

  農家の利益を最大化することが目的。 

「常陽地域協創ファンド」   
    ──新事業創出に向けて 

 新事業創出による地域経済 

活性化に向けて、「常陽地域 

協創ファンド」を組成し、成長 

マネーの供給に取り組んで 

います。種類株式の取得や 

劣後ローンの供与など多様 

な資金供給手法により、革新 

的・創造的な新事業プランの事業化を後押ししています。 

これまでに８件、約３８億４４百万円のご利用をいただきました。 

       （27年3月末現在） 

「いばらき創生ファンド」の組成 
  ──地域経済の活性化・地方創生に向けて 

 地域の中堅・中小企業等への支援を通じ、地域経済の 

活性化、地方創生に資することを目的に、㈱日本政策投資

銀行と共同で「いばらき創生ファンド」（ファンド規模３０億

円）を組成しました。 

 当行営業地盤内のあらゆるステージの企業を対象に、

ABLや、劣後ローン等多様な金融サービスを組み合わせな

がら、リスクマネーや成長資金を供給してまいります。 



 ２．地域経済活性化・産業振興による事業創造【成長分野への取り組み】  ７ 

◆産学官連携チーム、 
 営業店によるプラン  
 高度化支援 
◆新事業協創セミナー 
（プラン作成編）開催 

ものづくり企業支援 

「第7回常陽ものづくり企業フォーラム」 
 ２６年１２月、ものづくり企業の販路開拓やパートナー企業との連携支援を目的に、

第7回常陽ものづくり企業フォーラムを開催しました。 

 地域のものづくり企業と大手企業、７５０社 １，６００名の方々にご参加いただき、

予約商談会、パネル展示会のほか、伝統工芸である結城紬と、 

最新技術であるロボットスーツのデモンストレーションなどを 

実施しました。 

 また、筑波大学、茨城大学、茨城工業高等専門学校の先生 

や学生の方々にもご参加いただき、出展企業との交流を図り 

ました。    

◆産学官連携チーム、 
 営業店によるプラン  
 高度化支援 
◆新事業協創セミナー 
（プラン作成編）開催 

 食関連事業者支援 

「第14回常陽食の商談会2015 ｉｎ つくば」 
 ２７年２月、食関連事業者の販路拡大、相互交流などを目的に、１４回目となる

「常陽食の商談会」を開催しました。今回は、１，４００社 ２，９００名が来場、約５００

件の商談が行われ、過去最大規模の商談会となりました。 

 また、ＪＥＴＲＯ茨城との連携により、海外バイヤー 

４社に参加いただき、海外への販路拡大支援にも 

取り組んだほか、茨城県内自治体の皆さまにも 

ご出展いただき、地域の食や観光、伝統文化の 

魅力をＰＲいたしました。 

【直近3年の開催状況】 

（第7回フォーラムパネル展示の様子） 

（第14回 食の商談会 会場の様子） 

第1回 ・・・ 第12回 第13回 第14回
開催地 筑西市 水戸市 水戸市 つくば市
参加社数 91 1,300 1,300 1,400
展示数 20 198 198 251
予約商談数 200 500 500 500
商談成約数 21 144 計測中 計測中
来場者数 2,700 2,800 2,900

１５倍超まで拡大 
【開催状況】 

第5回 第6回 第7回

技術提案書 165提案 183提案 193提案

パネル展示 162社 180社 205社

大手ﾕｰｻﾞｰ企業 35社 35社 37社

ﾌｫｰﾗﾑ参加企業 約700名/300社 約1,050名/400社 約1,600名/750社



 ２．地域経済活性化・産業振興による事業創造【新事業創出支援】  ８ 

◆産学官連携チーム、 
 営業店によるプラン  
 高度化支援 
◆新事業協創セミナー 
（プラン作成編）開催 

 「アクションＪＡＴ」 ──産学連携機会の創出に向けて 

 独立行政法人産業技術総合研究所郡山再生可能エネルギー研究所

（以下、産総研）、東邦銀行と連携し、事業協創プロジェクト「アクション

JAT ＊ 」を開始しました。 

 本プロジェクトでは、産総研が求める技術ニーズと地元企業が有する技

術等のマッチングを図ることで、再生可能エネルギー分野における新技術

開発・研究に共同で取り組んでいくもので、産総研に対し、技術提案書を提

出した当行取引先28社が、技術や事業アイデアについてプレゼンテーショ

ンを行い、うち2社が共同研究先に選定され、今後、共同研究・開発に取り

組んでいくこととなりました。また、その他の26社につきましても、機材発注

を含めた候補先として引き続き検討していく予定です。    
（企業によるプレゼンテーションの様子） 

＊アクションＪＡＴ･･･常陽銀行（ＪＯＹＯ）、産総研（ＡＩＳＴ）、東邦銀行（ＴＯＨＯ）が連携したプロジェクトであることから、それぞれの頭文字 
            をとり、「アクションＪＡＴ」といたしました。 

◆産学官連携チーム、 
 営業店によるプラン  
 高度化支援 
◆新事業協創セミナー 
（プラン作成編）開催 

 「常陽ビジネスアワード」 ──新事業創出に向けて  

 地域経済活性化につながる成長分野等における革新的・創造的な新事業

プランを募集・表彰する「常陽ビジネスアワード」を継続して開催しています。 

 優れたビジネスプランには、「常陽地域協創ファンド」を活用した支援をはじ

め、常陽銀行グループが事業化に向けたさまざまなサポートをいたします。 

 なお、昨年度開催の「第３回 常陽ビジネスアワード」（募集期間：26年12月

15日～27年2月16日）につきましては、第１次・２次審査を経て最優秀賞１件、

優秀賞２件、その他特別賞・奨励賞など１３件が選定されました。   

 最優秀賞：「被災地や公共の場で活用出来る防炎段ボール及び同加工品  

         の開発」 （受賞者：金子包装㈱/古河市）    

（第３回常陽ビジネスアワード 
 第２次審査プラン発表会の様子） 



 ２．地域経済活性化・産業振興による事業創造【地方創生への取り組み】  ９ 

◆産学官連携チーム、 
 営業店によるプラン  
 高度化支援 
◆新事業協創セミナー 
（プラン作成編）開催 

市町村との連携による空き家活用、定住
促進に向けた取り組み 
─地域の課題解決に向けて 

  ２６年９月、土浦市の中心市街地活性化に向けて相互に連携し

て取り組んでいくため、「中心市街地活性化に関する包括連携協

定」を締結しました。 

 協定に基づく第１弾の連携施策として、土浦市の中心市街地への 

定住促進と空き家の有効活用を図るため、「定住促進ローン」３プ

ラン（住み替えプラン、空き家活用 

プラン、住宅取得プラン）の取り扱い 

を開始しました。 

 なお、「住み替えプラン」「空き家 

活用プラン」は、金融機関と市町村 

が連携した定住促進・空き家対策に 

おいて、リバースモーゲージローン 

を活用した全国初の取り組みとなり 

ました。 

 また、「空き家活用」「定住促進」など、地域に生じる課題に市町

村と連携して取り組んでいくため、補助金や利子補給制度と連携し

た定住支援住宅ローンの取り扱い拡大を進めました。 

【26年度に連携ローンを開始、拡充した市町村(公表順)】 

 大洗町、宇都宮市、大子町、土浦市、境町、桜川市、常陸太田市、

古河市、龍ヶ崎市、利根町、筑西市、稲敷市 

（土浦市との連携協定調印式の様子） 

◆産学官連携チーム、 
 営業店によるプラン  
 高度化支援 
◆新事業協創セミナー 
（プラン作成編）開催 

 「まち・ひと・しごと創生」支援事業 
   ──地方創生総合戦略策定に向けて  

 市町村は地域の特性を勘案した総合戦略の策定が求められてお

り、当行では、市町村における総合戦略策定を支援するため、支援

事業を立ち上げました。 

 本事業は、各市町村に対して 

「研究会事業」、「セミナー事業」、 

「調査事業」の３つの支援事業を 

展開し、総合戦略策定に必要な 

ノウハウや情報等を提供します。 

 なお、３月には、県内２６市町村 

の参加のもと、第１回研究会を 

開催いたしました。 

◆産学官連携チーム、 
 営業店によるプラン  
 高度化支援 
◆新事業協創セミナー 
（プラン作成編）開催 

株式会社地域経済活性化支援機構との 

「商店街活性化に関する連携協定」の締結 
 ──空き店舗・未利用地の有効活用に向けて  

 地元関係者などが主体的に取り組む商店街活性化に向けた活動を

サポートするため、㈱地域経済活性化支援機構と「商店街活性化に

関する連携協定」を締結しました。 

 当行の地元ネットワークと機構の有する専門的知見を活かしつつ、

サポート策を検討・実行することで、その活動を支援してまいります。 

（第１回研究会の様子） 



 ３．地域の未来への社会貢献 １０ 

 「常陽フォトコンテスト」 ～地域の魅力発見～ 

 新たな地域の魅力や隠れた観光資源の発掘、地域内外への情報発信

を通じた観光振興を目的に、フォトコンテストを開催しました。 

 ２６年度は第３回（茨城県央・鹿行編）、第４回（県南・県西編）を開催し、

合計６８４件の魅力溢れる作品をご応募いただきました。 

第３回（茨城県央・鹿行編）最優秀賞 
 タイトル「水遊び広場」 

第４回（茨城県南・県西編）最優秀賞 
 タイトル「クライマックス」 

 「災害時に関する協力協定」の締結 

 大規模な災害や停電等の発生時に、電気

自動車や一時避難場所の提供等を行う協

力協定を各自治体と締結し、地域の皆さま

の安全・安心の確保に協力させていただき

ました。 

 なお、26年度は水戸市(5月)、つくば市(10

月)、土浦市(3月)と協力協定を締結しました。 （水戸市との協定締結式の様子） 

 「いばらきおいしいもの巡り 

   －ちょっとおいしい旅ガイド」 
 フードアクション・ニッポン・アワード2014 入賞 

 食関連事業者の皆さまの販売促進支援や茨城の観

光振興を図るため、「いばらき おいしいもの巡り－

ちょっとおでかけ旅ガイド」を制作しました。 

 この取り組みが、農林水産省が主催する「第6回フー

ド・アクション・ニッポン アワード2014」において、国産

農産物等の消費拡大並びに地域活性化等に資する

取り組みとして高く評価され「販売促進部門・消費促進

部門」に入賞し、同アワードでは３年連続の受賞となり

ました。 

本ガイドは当行ホームページにてご紹介しております。 
http://www.joyobank.co.jp/enterpri/ouendan/index.html 



 Ⅳ．課題と今後の対応 

 地域社会・経済は、総人口の減少や少子高齢化の一段の進行、潜在経済成長率の低下などの

社会・経済構造の変化とともに、様々な課題が顕在化しつつあります。  

 こうした中、政府と地方自治体が一体となって推進する「地方創生」への取り組みでは、地域経済

を支える金融機関に対し、金融機能の高度化とともに積極的な関与への期待が寄せられています。

地域金融機関として、地域密着型金融の一層の推進を図るとともに、地域経済の成長・活性化に

向けた能動的な関わりが、これまで以上に重要な課題になっていると認識しております。 

 平成２６年４月にスタートした『第１２次中期経営計画』（平成２６年度～２８年度）では、目指す姿

を「地域の未来を協創するベストパートナーバンク」と定め、お客さま・地域の復興と成長に向けた

取り組みを、より高いステージへと引き上げ、創意工夫にもとづく総合金融サービス機能の提供に

より、社会・経済構造の変化に伴う地域の課題をお客さま、地域とともに解決してまいります。 

 また新事業の創出支援を含む産業振興、地元中小企業の国内外との経済交流支援（海外進出

支援等）への取り組みを強化するなど、茨城県などの行政や各種専門機関等との連携のもと、地

域を支える中核金融機関として「地方創生」の一翼を担い、地域経済の活性化に取り組むとともに、

「地域密着型金融への取り組み」の充実を図ってまいります。 

以 上 
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